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Press Release 

和歌山県最低賃金が１０月３日から 

時間額１,１０１円に改定されます。 

～ 現行から５６円の引上げ ～  

令和８年９月３日 

【照会先】 

厚生労働省和歌山労働局労働基準部 賃金室 

賃金室長    玉置 守亮  

賃金室長補佐  小谷 佳徹  

（電話）０７３(４８８)１１５２ 

 

和歌山県最低賃金の改正決定については、令和８年８月７日に和歌山地

方最低賃金審議会（廣谷
ひろたに

行敏
みちとし

会長）から和歌山労働局（中山
なかやま

 始
はじめ

局長）

に対して答申が行われ、異議申出の審議等を経て、本日、官報に掲載さ

れ、令和８年１０月３日から発効することになりました。 

 

和歌山労働局では、新しい最低賃金額の周知と合わせ、賃金の引上げ等

に向けた中小企業・小規模事業者の生産性向上等のための支援策（業務改

善助成金等）について、各自治体、労使団体等に向けて重点的な周知広報

に努めることとしています。 

 

 

【参考：和歌山県最低賃金額及び対前年度引上げ率、引上げ額】 

 

 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

最低賃金額 859 円 889 円 929 円 980 円 1,045 円 1,101 円 

対前年度 

引上げ率※ 
3.37％ 3.49％ 4.50％ 5.49％ 6.63％ 5.36％ 

対前年度 

引上げ額 28 円 30 円 40 円 51 円 65 円 56 円 

※小数点第３位四捨五入 

 







 

（参考資料） 

 

主な生産性向上等のための支援策 

※ 上記①に関するお問い合わせは、和歌山働き方改革推進支援センター（電

話 0120-547-888）にお尋ねください。 

 

② 「賃上げ」支援助成金パッケージ（別添２リーフレット参照） 

厚生労働省は、生産性向上（設備・人への投資等）や、非正規雇用労働者の

処遇改善、より高い処遇への労働移動等を通じ、労働市場全体の「賃上げ」

を支援しています。 
 
 

 

③ 業務改善助成金（別添３－１リーフレット参照） 

   事業場内で最も低い賃金（事業場内最低賃金）を 50 円以上引き上げ、生産

性向上に資する設備投資を行った場合に、その設備投資等にかかった費用の

一部を助成するものです。なお、令和８年度より業務改善助成金申請期間等

につきまして一部変更がありましたので、別添３－２リーフレットも併せて

御参照ください。 

※ 上記③の業務改善助成金に関するお問い合わせは、業務改善助成金コール

センター（電話 0120-366-440）、和歌山働き方改革推進支援センター（電話 

0120-547-888）又は、和歌山労働局雇用環境・均等室（電話 073-488-1101）

にお尋ねください。 

 

 

①  「和歌山働き方改革推進支援センター」（別添１リーフレット参照） 

和歌山労働局委託事業として「和歌山働き方改革推進支援センター」を 

開設し、最低賃金の引上げで影響を受ける中小企業・小規模事業者に、長 

時間労働の是正、同一労働同一賃金等非正規雇用労働者の待遇改善、生産 

性向上による賃金引上げ、人手不足の解消に向けた雇用管理改善の取組を 

支援するため、専門家による相談対応（電話・来所・メール・企業訪問） 

や出張相談会・セミナー等を実施しています。 
 

④ キャリアアップ助成金（賃金規定等改定コース）（別添４リーフレット参照） 

有期雇用労働者等の基本給を定める賃金規定等を３％以上増額改定し、 

その規定を適用させた場合に助成するものです。 
 



 

※ 上記④の助成金に関するお問い合わせは、和歌山働き方改革推進支援セン

ター（電話 0120-547-888）又は、和歌山労働局職業安定部職業対策課（電話

073-488-1161）にお尋ねください。 

 

※ 上記⑤の助成金に関するお問い合わせは、和歌山働き方改革推進支援セン

ター（電話 0120-547-888）又は、和歌山労働局職業安定部職業対策課（電話

073-488-1161）にお尋ねください。 

 

※ 上記⑥の助成金に関するお問い合わせは、和歌山働き方改革推進支援セン

ター（電話 0120-547-888）又は、和歌山労働局職業安定部職業対策課（電話

073-488-1161）にお尋ねください。 

⑤  人材開発支援助成金（人材育成支援コース）（別添５リーフレット参照） 
     事業主が雇用する労働者に対して、その職務に関連した専門的な知識や 

技能を取得させるための訓練を実施した場合に、訓練経費や訓練期間中の 

賃金の一部を助成する制度です。 
 

⑥  人材確保等支援助成金（雇用管理制度・雇用環境整備助成コース）（別添
６リーフレット参照） 

事業主が雇用管理制度や業務負担軽減機器等（労働者の業務負担の軽減 

が図られる機器・設備等）の導入など雇用管理の改善を行い、離職率低下 

の目標などを達成した場合に最大２３０万円（賃金要件を満たした場合は、 

最大３２５万円）を助成する制度です。 
 


































